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○三鷹市景観条例施行規則 

平成25年３月27日 

規則第16号 

改正 平成28年３月31日規則第36号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成16年法律第110号。以下「法」という。）、景観

法施行規則（平成16年国土交通省令第100号。以下「省令」という。）及び三鷹市

景観条例（平成24年三鷹市条例第34号。以下「条例」という。）の施行について

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法、省令及び条例において使用する用

語の例による。 

（届出に係る書類） 

第３条 条例第９条第１項の規定による届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、当

該各号に定める届出書により行わなければならない。 

(1) 法第16条第１項の規定による届出をする場合 景観計画区域内における行

為の届出書（様式第１号） 

(2) 法第16条第２項の規定による変更の届出をする場合 景観計画区域内にお

ける行為の変更届出書（様式第２号） 

２ 前項第１号の届出書は、別表第１の左欄に掲げる行為の種類ごとに、同表の中

欄に掲げる手続に係る同表の右欄に掲げる届出日又は通知日（２以上の手続に該

当するときは最初に到来する日）までに提出するものとする。 

（添付図書） 

第４条 前条第１項の届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。た

だし、行為の規模が大きいため、添付しなければならないこととされた図面の縮

尺によっては適切に表示できない場合には、当該行為の規模に応じて、市長が適

切と認める縮尺の図面をもって、これらの図面に替えることができる。 
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(1) 別表第２の左欄に掲げる行為の種類に応じ、同表の右欄に掲げる図書 

(2) 前号に掲げるもののほか、次項の措置の状況として参考になるべき事項を記

載したものとして市長が別に定める図書 

２ 前項第１号に掲げる図書は、景観づくり計画で定める法第８条第４項第２号の

制限に対する措置の状況を明らかにするものとして市長が別に定める事項が記載

された図書でなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長は、同項各号に掲げる図書の添付の必要がな

いと認めるときは、これを省略させることができる。 

（適合通知書の交付等） 

第５条 条例第９条第４項の適合通知書の交付は、景観づくり計画適合通知書（様

式第３号）により行うものとする。 

２ 市長は、良好な景観づくりに支障を及ぼすおそれがないと認めるときは、第３

条第２項の規定のよる届出書の提出の期限について、別表第１の右欄に規定する

日数を短縮することができる。 

（届出の要件） 

第６条 法第16条第１項の規定による届出に係る行為を行う土地の区域が、景観計

画区域内において定められた地区の２以上にわたる場合においては、当該届出に

係る行為を行う区域に含まれる土地の面積が最大である地区に当該届出行為を行

う区域があるものとみなす。ただし、三鷹市全域（景観重点地区を除く。）及び

景観重点地区にわたる場合においては、景観重点地区に当該届出行為を行う区域

があるものとみなす。 

（届出対象） 

第７条 条例第10条第４号の規則で定める届出対象規模は、別表第３の行為の種類

並びに景観計画区域内において定められた地区及び地域の欄の区分に応じ、同表

の届出を要する行為の規模の欄に定めるとおりとする。 

２ 条例第10条第５号の規則で定める工作物は、次に掲げるものにおいて、別表第

４の行為の種類、景観計画区域内において定められた地区及び地域並びに工作物
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の種類の欄の区分に応じ、同表の届出を要する行為の規模の欄に定めるとおりと

する。 

(1) 煙突、鉄柱、装飾塔、記念塔、物見塔その他これらに類するもの 

(2) 昇降機、ウォーターシュート、コースターその他これらに類するもの 

(3) 製造施設、貯蔵施設、遊戯施設、自動車車庫（建築物であるものを除く。）

その他これらに類するもの 

(4) 擁壁その他これに類するもの 

(5) 橋梁その他これに類する工作物で、河川等を横断するもの 

(6) 墓園その他これに類するもの 

（国の機関等が行う行為の通知等） 

第８条 条例第11条第１項及び第２項の規定による通知は、次の各号に掲げる場合

に応じ、当該各号に定める通知書により行わなければならない。 

(1) 条例第11条第１項の規定による通知をする場合 景観計画区域内における

行為の通知書（様式第４号） 

(2) 条例第11条第２項の規定による変更の通知をする場合 景観計画区域内に

おける行為の変更通知書（様式第５号） 

２ 第３条第２項から第７条までの規定は、前項の通知について準用する。 

（行為完了届） 

第９条 条例第12条第１項の規定による届出は、景観計画区域内における行為の完

了届（様式第６号）により行わなければならない。 

（勧告） 

第10条 法第16条第３項の規定による勧告又は条例第15条第１項の規定による勧告

は、景観づくり勧告書（様式第７号）により行うものとする。 

（変更命令等） 

第11条 法第17条第１項の規定による命令は、変更命令書（様式第８号）により行

うものとする。 

２ 前項の命令に係る法第17条第２項に規定する期間を同条第４項の規定により延
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長するときは、期間延長通知書（様式第９号）により行うものとする。 

３ 法第17条第５項の規定による命令は、原状回復等命令書（様式第10号）により

行うものとする。 

（事前協議） 

第12条 条例第17条の規定による事前協議は、三鷹市まちづくり条例（平成８年三

鷹市条例第５号）第24条に定める開発事業においては同条例第26条に定める事前

協議とし、同条例第31条に定める特定開発事業においては同条例第31条に定める

事前相談及び同条例第26条に定める事前協議とする。 

２ 前項の事前協議は、第４条に規定する図書を添えて、これらを市長に提出して

行うものとする。 

３ 第１項の事前協議は、同条例第37条で定める開発事業の同意により、完了した

ものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の提案） 

第13条 法第20条第１項又は第２項の規定による提案は、景観重要建造物指定提案

書（様式第11号）を、法第29条第１項又は第２項の規定による提案は、景観重要

樹木指定提案書（様式第12号）を、それぞれ提出して行うものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の非指定の通知） 

第14条 法第20条第３項の規定による通知は、景観重要建造物非指定通知書（様式

第13号）により、法第29条第３項の規定による通知は、景観重要樹木非指定通知

書（様式第14号）により、それぞれ行うものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の通知） 

第15条 法第21条第１項の規定による通知は、景観重要建造物指定通知書（様式第

15号）により、法第30条第１項の規定による通知は、景観重要樹木指定通知書（様

式第16号）により、それぞれ行うものとする。 

２ 法第21条第１項の規定による通知は、省令第８条第１項第６号に掲げる事項を

示す縮尺2,500分の１以上の図面を添付して行うものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の標識の設置） 
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第16条 法第21条第２項又は法第30条第２項の標識は、景観重要建造物又は景観重

要樹木の所有者等と協議の上、公衆の見やすい場所に設置するものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の現状変更の許可申請等） 

第17条 法第22条第１項の許可の申請は、景観重要建造物の現状を変更しようとす

る日の60日前までに景観重要建造物の現状変更許可申請書（様式第17号）を、法

第31条第１項の許可の申請は、景観重要樹木の現状を変更しようとする日の60日

前までに景観重要樹木の現状変更許可申請書（様式第18号）を、それぞれ提出す

ることにより行うものとする。 

２ 市長は、法第22条第１項の許可をしたときは、景観重要建造物の現状変更許可

通知書（様式第19号）により、法第31条第１項の許可をしたときは、景観重要樹

木の現状変更許可通知書（様式第20号）により、それぞれ通知するものとする。 

３ 市長は、法第22条第２項の規定により許可をしないときは、景観重要建造物の

現状変更不許可通知書（様式第21号）により、法第31条第２項において準用する

法第22条第２項の規定により許可をしないときは、景観重要樹木の現状変更不許

可通知書（様式第22号）により、それぞれ通知するものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の原状回復等命令） 

第18条 法第23条第１項の規定による命令は、景観重要建造物の原状回復等命令書

（様式第23号）により、法第32条第１項において準用する法第23条第１項の規定

による命令は、景観重要樹木の原状回復等命令書（様式第24号）により、それぞ

れ行うものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の管理の方法の基準） 

第19条 条例第20条第１項第５号の規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 景観重要建造物にしろありその他の虫による害が発生することを防ぐため

の措置を講ずること。 

(2) 樹木が景観重要建造物に含まれている場合にあっては、当該樹木を条例第20

条第２項に規定する基準に準じて管理すること。 

(3) その他景観重要建造物の良好な景観の保全のために必要な措置を講ずるこ
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と。 

２ 条例第20条第２項第４号の規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 景観重要樹木の病菌害虫の防除のため、施肥、消毒等の必要な措置を講ずる

こと。 

(2) その他景観重要樹木の良好な景観の保全のために必要な措置を講ずること。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の所有者の変更等の届出） 

第20条 条例第21条第１項の規定による届出は、景観重要建造物又は景観重要樹木

の所有者の変更届出書（様式第25号）を提出して行うものとする。 

２ 条例第21条第２項の規定による届出は、景観重要建造物又は景観重要樹木の所

有者の氏名等変更届出書（様式第26号）を提出して行うものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の滅失等の届出） 

第21条 条例第22条の規定による届出は、景観重要建造物又は景観重要樹木の全部

若しくは一部が滅失し、又は毀
き

損（景観重要樹木にあっては、枯死）した事実を

知った日から10日以内に、景観重要建造物又は景観重要樹木の滅失・毀
き

損届出書

（様式第27号）を提出して行うものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の管理に関する命令等） 

第22条 法第26条又は法第34条の規定による命令は、景観重要建造物又は景観重要

樹木の管理に関する命令書（様式第28号）により行うものとする。 

２ 法第26条又は法第34条の規定による勧告は、景観重要建造物又は景観重要樹木

の管理に関する勧告書（様式第29号）により行うものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の解除） 

第23条 法第27条第３項において準用する法第21条第１項の規定による通知又は法

第35条第３項において準用する法第30条第１項の規定による通知は、景観重要建

造物又は景観重要樹木の指定解除通知書（様式第30号）により行うものとする。 

（景観づくり宣言の認定等） 
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第24条 条例第23条第１項の規定による宣言は、一定のまとまりのある区域におい

て、清掃、緑化、樹木等の維持管理等により、区域の良好な景観づくりを行うこ

とを宣言するものとする。 

２ 条例第23条第２項の規定による認定の申請は、宣言の名称、代表者の住所及び

氏名、区域、目標並びに活動内容を明らかにした景観づくり宣言申請書（様式第

31号）に、次に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 区域図 

(3) 所有者等の住所及び氏名 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

３ 市長は、前項の申請又は次項の更新の申請があったときは、その内容を審査し、

その宣言の内容が良好な景観づくりに資すると認めるときは、景観づくり宣言認

定通知書（様式第32号）により当該申請者に通知するものとする。 

４ 条例第23条第３項の規定による更新の申請は、景観づくり宣言更新申請書（様

式第33号）に、第２項各号に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

５ 条例第23条第４項の規定による公表の内容は、宣言の名称、位置、区域及び活

動内容とする。 

６ 条例第23条第６項の規定による認定の取消しは、次の各号に該当する場合に行

うことができる。 

(1) 申請された活動が行われていない場合 

(2) 申請された活動内容と異なる活動をした場合 

(3) その他市長が良好な景観づくりに資すると認めない活動をした場合 

７ 条例第23条第７項の規定による通知は、景観づくり宣言取消通知書（様式第34

号）により行うものとする。 

８ 条例第23条第８項の規定による変更の届出は、景観づくり宣言変更届出書（様

式第35号）により行うものとする。 

９ 条例第23条第８項の規定による取下げの届出は、景観づくり宣言辞退届出書（様
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式第36号）により行うものとする。 

（景観協定に定める事項） 

第25条 法第81条第１項の規定により景観協定を締結しようとする者は、同条第２

項に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 景観協定の名称 

(2) 景観協定の目的 

(3) 景観協定を締結する者の住所及び氏名（法人その他の団体にあっては、その

所在地及び名称） 

(4) 景観協定を締結する者の代表者（以下「景観協定締結代表者」という。） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 法第90条第１項の規定により景観協定を定めようとする者は、法第81条第２項

に掲げる事項のほか、景観協定の名称及び目的その他市長が必要と認める事項を

定めるものとする。 

（景観協定の認可の申請） 

第26条 法第81条第４項の規定による景観協定の認可の申請は、景観協定締結代表

者が景観協定認可申請書（様式第37号）に次に掲げる書類を添えて、これらを市

長に提出して行うものとする。 

(1) 法第81条第２項及び前条第１項各号に掲げる事項を定めた書面 

(2) 景観協定区域を表示する図面 

(3) 申請者が景観協定締結代表者であることを証する書類 

(4) 景観協定を締結する者の住所及び氏名（法人その他の団体にあっては、その

名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）並びに景観協定に関する合意

を示す書類並びに印鑑登録証明書（法人にあっては、印鑑証明書）及び登記事

項証明書（これらの書類がない場合は、本人又は権利者であることを証する書

類） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 法第90条第１項の規定による景観協定の認可の申請は、景観協定区域内の土地
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所有者が一の所有者による景観協定認可申請書（様式第38号）に次に掲げる書類

を添えて、これらを市長に提出して行うものとする。 

(1) 法第81条第２項に掲げる事項及び前条第２項の事項を定めた書面 

(2) 景観協定区域を表示する図面 

(3) 申請者の印鑑登録証明書（法人にあっては、印鑑証明書）及び登記事項証明

書（これらの書類がない場合は、本人又は景観協定区域内の一団の土地に申請

者以外に土地所有者等が存しないことを証する書類） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（景観協定の認可の通知） 

第27条 市長は、法第83条第１項又は法第90条第２項の規定による景観協定の認可

をしたときは、景観協定認可通知書（様式第39号）により、申請者に通知するも

のとする。 

（景観協定の変更及び廃止の認可の申請） 

第28条 法第84条第１項又は法第88条第１項の規定による認可の申請は、景観協定

締結代表者が次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に掲げる書類に第26条第１項

に掲げる書類のうち市長が必要と認める書類を添えて、これらを市長に提出して

行うものとする。 

(1) 法第84条第１項の変更の認可の申請をする場合 景観協定変更認可申請書

（様式第40号） 

(2) 法第88条第１項の廃止の認可の申請をする場合 景観協定廃止認可申請書

（様式第41号） 

２ 市長は、法第84条第１項又は法第88条第１項の規定による景観協定の変更又は

廃止の認可をしたときは、次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に掲げる通知書

により、申請者に通知するものとする。 

(1) 法第84条第１項の変更の認可をした場合 景観協定変更認可通知書（様式第

42号） 

(2) 法第88条第１項の廃止の認可をした場合 景観協定廃止認可通知書（様式第
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43号） 

（景観協定区域からの除外等） 

第29条 法第85条第３項の規定による届出は、景観協定区域からの除外届（様式第

44号）を提出して行うものとする。 

２ 法第87条第１項又は第２項の規定による意思の表示は、景観協定加入届（様式

第45号）（以下この項において「加入届」という。）を提出して行うものとする。

ただし、法第87条第２項の規定による意思の表示は、加入届に景観協定区域隣接

地の区域内の土地に係る土地所有者等の住所及び氏名（法人その他の団体にあっ

ては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）並びに景観協定に関

する合意を示す書類、印鑑登録証明書（法人にあっては、印鑑証明書）及び登記

事項証明書（これらの書類がない場合は、本人又は権利者であることを証する書

類）その他市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

（農のある風景保全地区の指定の申出） 

第30条 条例第25条第１項の規定による指定の申出は、農のある風景保全地区の名

称、代表者の住所及び氏名並びに区域を記載した農のある風景保全地区申出書（様

式第46号）を提出して行うものとする。 

２ 条例第25条第２項の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 位置図 

(2) 区域図 

(3) 農地等の配置図 

(4) 保全地区の指定を申し出る所有者等の住所及び氏名 

(5) 保全地区内の農地等明細書 

(6) 保全地区内の営農概要書 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（農のある風景保全地区の指定等） 

第31条 市長は、条例第26条第１項の規定による申出が、次の各号のいずれにも該

当すると認めるときは、当該申出に係る区域を農のある風景保全地区として指定
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するものとする。 

(1) 水辺地、樹林地、樹木、建築物等を含む当該農地が適正に管理されているこ

と。 

(2) 当該農地の所有者に営農継続の意思があること。 

(3) 当該農地が周辺の生活環境を確保し、かつ、良好な景観づくりに資すると認

められること。 

２ 市長は、条例第26条第１項の規定による保全地区の指定をしたときは、農のあ

る風景保全地区指定通知書（様式第47号）により当該申出者に通知するものとす

る。 

３ 市長は、条例第26条第２項の規定による保全地区の指定に当たり、所有者等の

全員の同意を得たうえで、所有者等の代表者に農のある風景保全地区指定同意書

（様式第48号）の提出を求めるものとする。 

４ 前項の同意書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 位置図 

(2) 区域図 

(3) 農地等の配置図 

(4) 保全地区内の農地等明細書 

(5) 保全地区内の営農概要書 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

５ 条例第26条第３項の規定による管理協定の締結は、農のある風景保全地区管理

協定書（様式第49号）により行うものとする。 

６ 条例第26条第５項の規定による公表の内容は、次のとおりとする。 

(1) 名称 

(2) 所在地及び区域 

(3) 農地等の配置状況 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（農のある風景保全地区方針の変更） 
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第32条 市長は、必要があると認めるときは、当該保全地区の所有者等の意見を聴

いて、農のある風景保全地区方針を変更することができる。 

（指定の変更及び解除） 

第33条 条例第28条第１項の規定による届出は、農のある風景保全地区変更届出書

（様式第50号）により行わなければならない。 

２ 条例第28条第１項の規定による変更の承認に係る事項は、次のとおりとする。 

(1) 名称の変更 

(2) 所在地及び区域の変更 

(3) 農地等の配置状況の変更 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

３ 市長は、農のある風景保全地区が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、条例第28条第２項の規定による農のある風景保全地区の指定の解除をするこ

とができる。 

(1) 適正に管理されていないとき。 

(2) 周辺の生活環境に悪影響を及ぼしているとき。 

(3) 農地の所有者等に営農の意志がないとき。 

４ 第２項の規定は、条例第28条第３項、第４項及び第５項の規定のよる変更の承

認又は指定の解除の場合に準用する。 

５ 条例第28条第４項の規定による変更の承認の通知は、農のある風景保全地区変

更認定通知書（様式第51号）により行うものとする。 

６ 条例第28条第４項の規定による解除の通知は、農のある風景保全地区指定解除

通知書（様式第52号）により行うものとする。 

７ 第31条第６項の規定は、条例第28条第５項の規定による公表の場合に準用する。 

（景観づくり活動団体の認定等） 

第34条 条例第29条第１項の規定による認定の申請は、団体の名称、代表者の住所

及び氏名、景観資源の区域、活動内容を明らかにした、景観づくり活動団体認定

申請書（様式第53号）及び景観資源における活動の同意書（様式第54号）に、次
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に掲げる図書を添付して行わなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 区域図 

(3) 景観づくり活動団体の構成員の住所及び氏名 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

２ 条例第29条第１項の景観づくり活動団体は、景観を形成している資源（以下「景

観資源」という。）において、所有者の同意を得たうえで次に掲げる事項を自主

的な活動として実施する団体とする。 

(1) 地域の景観資源の創出、育成及び保全 

(2) 景観資源の普及啓発 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が良好な景観づくりに資すると認めるもの 

３ 市長は、第１項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、その活動

内容が良好な景観づくりに資すると認めるときは、景観づくり活動団体認定通知

書（様式第55号）により当該申請者に通知するものとする。 

４ 条例第29条第２項の規定による公表の内容は、景観づくり活動団体の名称、景

観資源の内容、位置、区域及び活動内容とする。 

５ 条例第29条第４項の規定による認定の取消しは、次の各号のいずれかに該当す

る場合に行うことができる。 

(1) 申請された活動が行われていない場合 

(2) 申請された活動内容と異なる活動をした場合 

(3) その他市長が良好な景観づくりに資すると認めない活動をした場合 

６ 条例第29条第５項の規定による認定の取消し通知は、景観づくり活動団体認定

取消通知書（様式第56号）により行うものとする。 

７ 条例第29条第６項の規定による変更の届出は、景観づくり活動団体変更届出書

（様式第57号）により行うものとする。 

８ 条例第29条第６項の規定による辞退の届出は、景観づくり活動団体辞退届出書

（様式第58号）により行うものとする。 
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（委任） 

第35条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第36号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条、第５条関係） 

行為の種類 手続 届出日又は

通知日 

法第16条第1

項第1号の建

築物の新築、

増築、改築若

しくは移転、

外観を変更す

ることとなる

修繕若しくは

模様替又は色

彩の変更 

建築基準法（昭和25年法

律第201号） 

第6条第1項又は第6条の2第1

項の規定による建築確認申

請 

申請の日の

30日前 

第18条第2項の規定による計

画通知 

通知の日の

30日前 

第20条第1号の規定による構

造方法に係る認定の申請 

申請の日の

30日前 

第43条第1項ただし書その他

の規定による特定行政庁の

許可の申請 

申請の日の

30日前 

第44条第1項第3号その他の

規定による特定行政庁の認

定の申請 

申請の日の

30日前 

第58条の規定による都市計

画で定めた基準の許可の申

請 

申請の日の

30日前 

高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関す

第17条第1項の計画の認定の

申請 

申請の日の

30日前 
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る法律（平成18年法律第

91号） 

長期優良住宅の普及の促

進に関する法律（平成20

年法律第87号） 

第5条第1項から第3項までの

規定による認定の申請 

申請の日の

30日前 

行為の着手 着手する日

の30日前 

法第16条第1

項第2号の工

作物の新設、

増築、改築若

しくは移転、

外観を変更す

ることとなる

修繕若しくは

模様替又は色

彩の変更 

建築基準法 第88条第1項又は第2項にお

いて準用する同法第6条第1

項又は第6条の2第1項の規定

による工作物確認申請 

申請の日の

30日前 

第88条第1項又は第2項にお

いて準用する同法第18条第2

項の規定による工作物計画

通知 

通知の日の

30日前 

第88条第1項において準用す

る同法第20条第1号の規定に

よる構造方法に係る認定の

申請 

申請の日の

30日前 

都市計画法（昭和43年法

律第100号） 

第29条第1項又は第35条の2

第1項の規定による開発行為

の許可の申請（同法第4条第

11項の特定工作物に係るも

のに限る。） 

申請の日の

30日前 

第34条の2第1項の規定によ

る開発行為の協議（同法第4

条第11項の特定工作物に係

協議を行お

うとする日

の30日前 
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るものに限る。） 

行為の着手 着手する日

の30日前 

法第16条第1

項第3号の都

市計画法第4

条第12項に規

定する開発行

為 

都市計画法 第29条第1項又は第35条の2

第1項の規定による開発行為

の許可の申請 

申請の日の

30日前 

第34条の2第1項の規定によ

る開発行為の協議 

協議を行お

うとする日

の30日前 

行為の着手 着手する日

の30日前 

条例第9条第3

項第1号で定

める土地の開

墾、土石の採

取、鉱物の掘

採その他の土

地の形質の変

更 

鉱業法（昭和25年法律第

289号） 

第63条第2項の規定による施

業案の認可の申請 

申請の日 

採石法（昭和25年法律第

291号） 

第33条の規定による採取計

画の認可の申請 

申請の日 

宅地造成等規制法（昭和

36年法律第191号） 

第8条第1項の規定による宅

地造成に関する工事の許可

の申請 

申請の日 

第11条の宅地造成に関する

工事の協議 

協議の日 

河川法（昭和39年法律第

167号） 

第24条の規定による河川区

域内の土地の占用の許可の

申請 

申請の日 

砂利採取法（昭和43年法

律第74号） 

第16条の規定による採取計

画の認可の申請 

申請の日 

行為の着手 着手する日

の30日前 
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条例第9条第3

項第2号で定

める屋外にお

ける土石、廃

棄物、再生資

源その他の物

件の堆
たい

積 

行為の着手 着手する日

の30日前 

別表第２（第４条関係） 

行為の種類 図書の種類 

法第16条第1項

第1号の建築物

の新築、増築、

改築又は移転 

建築物の敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示する図面で縮

尺2,500分の1以上のもの 

建築物の敷地及び当該敷地の周辺の現況を示すカラー写真 

建築物の敷地内における建築等の位置を表示する図面で縮尺100分

の1以上のもの 

彩色し、マンセル値及び建築物のすべての側面を表示した立面図で

縮尺50分の1以上のもの 

彩色し、かつ、マンセル値を表示した屋上又は屋根の平面図で縮尺

100分の1以上のもの 

彩色し、かつ、マンセル値を表示した外構立面図（建築物又は工作

物の立面図に外構（門、塀その他の敷地内にある当該建築物又は工

作物以外の建造物をいう。以下同じ。）及び植栽の状況を表示した

ものをいう。以下同じ。）で縮尺50分の1以上のもの 

カラーモンタージュ写真（当該行為に係る土地の区域の周辺の状況

を示す写真に、彩色した外構立面図又は完成予想図を貼り合わせた

ものをいう。以下同じ。） 

法第16条第1項建築物の敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示する図面で縮
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第1号の建築物

の外観を変更す

ることとなる修

繕又は模様替 

尺2,500分の1以上のもの 

建築物の敷地及び当該敷地の周辺の現況を示すカラー写真 

建築物の敷地内における建築物等の位置を表示する図面で縮尺100

分の1以上のもの 

彩色し、マンセル値及び建築物のすべての側面を表示した立面図で

縮尺50分の1以上のもの 

彩色し、かつ、マンセル値を表示した屋上又は屋根の平面図で縮尺

100分の1以上のもの 

カラーモンタージュ写真 

法第16条第1項

第1号の建築物

の外観を変更す

ることとなる色

彩の変更 

建築物の敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示する図面で縮

尺2,500分の1以上のもの 

建築物の敷地及び当該敷地の周辺の現況を示すカラー写真 

彩色し、マンセル値及び建築物のすべての側面を表示した立面図で

縮尺50分の1以上のもの 

マンセル値を表示した仕上表（建築物又は工作物の各部分の仕上を

整理した一覧表をいう。以下同じ。） 

法第16条第1項

第2号の工作物

の新設、増築、

改築又は移転、

外観を変更する

こととなる修繕

又は模様替 

工作物の敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示する図面で縮

尺2,500分の1以上のもの 

工作物の敷地及び当該敷地の周辺の現況を示すカラー写真 

工作物の敷地内における工作物等の位置を表示する図面で縮尺100

分の1以上のもの 

彩色し、マンセル値及び工作物のすべての側面を表示した立面図で

縮尺50分の1以上のもの 

彩色し、かつ、マンセル値を表示した外構立面図で縮尺50分の1以上

のもの（外構がある場合に限る。） 

カラーモンタージュ写真 

法第16条第1項工作物の敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示する図面で縮
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第2号の工作物

の外観を変更す

ることとなる色

彩の変更 

尺2,500分の1以上のもの 

工作物の敷地及び当該敷地の周辺の現況を示すカラー写真 

彩色し、マンセル値及び工作物のすべての側面を表示した立面図で

縮尺50分の1以上のもの 

マンセル値を表示した仕上表 

法第16条第1項

第3号の都市計

画法第4条第12

項に規定する開

発行為 

当該開発行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周

辺の状況を表示する図面で縮尺2,500分の1以上のもの 

当該開発行為を行う土地の区域及び当該区域の周辺の現況を示すカ

ラー写真 

設計図又は施行方法を明らかにする図面で縮尺100分の1以上のもの 

当該開発行為の施行前後の土地の状況を対比できる土地の断面図 

彩色し、マンセル値及び工作物のすべての側面を表示した立面図で

縮尺50分の1以上のもの 

彩色し、かつ、マンセル値を表示した外構立面図で縮尺50分の1以上

のもの（外構がある場合に限る。） 

カラーモンタージュ写真 

建築物又は工作物の概要を示した図書 

条例第9条第3項

第1号で定める

土地の開墾、土

石の採取、鉱物

の掘採その他の

土地の形質の変

更又は条例第9

条第3項第2号で

定める屋外にお

ける土石、廃棄

当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の

状況を表示する図面で縮尺2,500分の1以上のもの 

当該行為を行う土地の区域及び当該区域の周辺の現況を示すカラー

写真 

設計図又は施行方法を明らかにする図面で縮尺100分の1以上のもの 

当該行為の施行前後の土地の状況を対比できる土地の断面図 

彩色し、かつ、マンセル値を表示した外構立面図で縮尺50分の1以上

のもの（外構がある場合に限る。） 

カラーモンタージュ写真 
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物、再生資源そ

の他の物件の

堆
たい

積 

別表第３（第７条関係） 

行為の種類 景観計画区域内にお

いて定められた地区

及び地域 

届出を要する行為の規模 

法第16条第1

項第1号に規

定する行為 

三鷹市全域（景観重点

地区を除く。） 

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第

2条第1項第6号の建築物の高さ（以下この表に

おいて「建築物の高さ」という。）が20メー

トル以上又は、同項第4号の延べ面積（以下こ

の表において「延べ面積」という。）が3,000

平方メートル以上のもの 

国分寺崖線重点地区 

玉川上水重点地区 

神田川重点地区 

建築物の高さが10メートル以上又は、延べ面

積が500平方メートル以上のもの 

大沢の里重点地区 

牟礼の里重点地区 

丸池の里重点地区 

すべての規模のもの 

法第16条第1

項第3号に規

定する行為 

三鷹市全域（景観重点

地区を除く。） 

都市計画法第4条第13項に規定する開発区域

（以下この表において「開発区域」という。）

の面積が3,000平方メートル以上のもの 

国分寺崖線重点地区 

玉川上水重点地区 

神田川重点地区 

大沢の里重点地区 

開発区域の面積が500平方メートル以上のも

の 
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牟礼の里重点地区 

丸池の里重点地区 

条例第9条第3

項第1号に規

定する行為 

三鷹市全域（景観重点

地区を除く。） 

施行する土地の区域の面積（以下この表にお

いて「造成面積」という。）が1,000平方メー

トル以上のもの 

国分寺崖線重点地区 

玉川上水重点地区 

神田川重点地区 

大沢の里重点地区 

牟礼の里重点地区 

丸池の里重点地区 

造成面積が500平方メートル以上のもの 

条例第9条第3

項第2号に規

定する行為 

三鷹市全域（景観重点

地区を除く。） 

造成面積が1,000平方メートル以上のもの 

国分寺崖線重点地区 

玉川上水重点地区 

神田川重点地区 

大沢の里重点地区 

牟礼の里重点地区 

丸池の里重点地区 

造成面積が500平方メートル以上のもの 

別表第４（第７条関係） 

行為の種類 景観計画区域内におい

て定められた地区及び

地域 

工作物の種類 届出を要する行為の規

模 

第7条第2項第1

号から第3号ま

でに規定する

工作物の建設

三鷹市全域（景観重点

地区を除く。） 

第7条第2項第1号か

ら第3号までに規定

する工作物 

工作物の地上に露出す

る部分の最高部と地盤

面（建築物の上に築造さ

れる工作物（建築設備を
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等 除く。）にあっては当該

工作物を設置する部分）

との差（以下この表にお

いて「工作物の高さ」と

いう。）が20メートル以

上のもの 

国分寺崖線重点地区 

玉川上水重点地区 

神田川重点地区 

工作物の高さが10メー

トル以上のもの 

大沢の里重点地区 

牟礼の里重点地区 

丸池の里重点地区 

煙突（支枠及び支線

がある場合において

は、これらを含み、

ストーブの煙突を除

く。） 

工作物の高さが6メート

ル以上のもの 

鉄筋コンクリート造

の柱、鉄柱、木柱そ

の他これらに類する

もの 

工作物の高さが10メー

トル以上のもの 

広告塔、広告板、装

飾塔、記念塔その他

これらに類するもの 

工作物の高さが4メート

ル以上のもの 

高架水槽、サイロ、

物見塔その他これら

に類するもの 

工作物の高さが8メート

ル以上のもの 

昇降機、ウォーター

シュート、コースタ

ーその他これらに類

すべての規模のもの 
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するもの 

製造施設、貯蔵施設、

遊戯施設、自動車車

庫（建築物であるも

のを除く。）その他

これらに類するもの 

すべての規模のもの 

第7条第2項第4

号に規定する

工作物の建設

等 

三鷹市全域（景観重点

地区を除く。） 

第7条第2項第4号に

規定する工作物 

工作物の高さが5メート

ル以上のもの 

国分寺崖線重点地区 

玉川上水重点地区 

神田川重点地区 

大沢の里重点地区 

牟礼の里重点地区 

丸池の里重点地区 

工作物の高さが2メート

ル以上のもの 

第7条第2項第5

号に規定する

工作物の建設

等 

三鷹市全域 第7条第2項第5号に

規定する工作物 

すべての規模のもの 

第7条第2項第6

号に規定する

工作物の建設

等 

三鷹市全域（景観重点

地区を除く。） 

第7条第2項第6号に

規定する工作物 

行為を行う区域の面積

が1,000平方メートル以

上のもの 

国分寺崖線重点地区 

玉川上水重点地区 

神田川重点地区 

大沢の里重点地区 

牟礼の里重点地区 

丸池の里重点地区 

行為を行う区域の面積

が500平方メートル以上

のもの 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

様式第６号（第９条関係） 

様式第７号（第10条関係） 

様式第８号（第11条関係） 

（一部改正〔平成28年規則36号〕） 

様式第９号（第11条関係） 

様式第10号（第11条関係） 

（一部改正〔平成28年規則36号〕） 

様式第11号（第13条関係） 

様式第12号（第13条関係） 

様式第13号（第14条関係） 

様式第14号（第14条関係） 

様式第15号（第15条関係） 

様式第16号（第15条関係） 

様式第17号（第17条関係） 

様式第18号（第17条関係） 

様式第19号（第17条関係） 

様式第20号（第17条関係） 

様式第21号（第17条関係） 

（一部改正〔平成28年規則36号〕） 

様式第22号（第17条関係） 

（一部改正〔平成28年規則36号〕） 

様式第23号（第18条関係） 
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（一部改正〔平成28年規則36号〕） 

様式第24号（第18条関係） 

（一部改正〔平成28年規則36号〕） 

様式第25号（第20条関係） 

様式第26号（第20条関係） 

様式第27号（第21条関係） 

様式第28号（第22条関係） 

（一部改正〔平成28年規則36号〕） 

様式第29号（第22条関係） 

様式第30号（第23条関係） 

様式第31号（第24条関係） 

様式第32号（第24条関係） 

様式第33号（第24条関係） 

様式第34号（第24条関係） 

様式第35号（第24条関係） 

様式第36号（第24条関係） 

様式第37号（第26条関係） 

様式第38号（第26条関係） 

様式第39号（第27条関係） 

様式第40号（第28条関係） 

様式第41号（第28条関係） 

様式第42号（第28条関係） 

様式第43号（第28条関係） 

様式第44号（第29条関係） 

様式第45号（第29条関係） 

様式第46号（第30条関係） 

様式第47号（第31条関係） 
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様式第48号（第31条関係） 

様式第49号（第31条関係） 

様式第50号（第33条関係） 

様式第51号（第33条関係） 

様式第52号（第33条関係） 

様式第53号（第34条関係） 

様式第54号（第34条関係） 

様式第55号（第34条関係） 

様式第56号（第34条関係） 

様式第57号（第34条関係） 

様式第58号（第34条関係） 

 


